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１．はじめに 

関西支部 50 周年の節目の周年事業の検討に際し、関西支部として何か実務に参考となる

資料の提供も有用ではないかと考えました。周年というキーワードを意識する中で監査役

等制度はこれまで長い歴史があり、先人の監査役（監査役、監査等委員、監査委員、以下「監

査役等」という。）がその職務を全うしてきたことで次の監査役等の監査活動を作り上げて

います。 

監査役等には任期があり、いつかは退任の時期が訪れ、その後任者も監査役等の職務に関

連した経験を経て就任されるのは一部であり、多くがこれまでの業務と全く異なる役割や

実務を期待され不安に駆られながら監査役等に就任していると考えられます。 

監査役等相互の情報交換の場である実務部会でも、前任者へ監査業務をどう進めればい

いのか聞いたところ、「監査役は独任制だからやりたいようにやって」、とだけ伝えられた話

や、「前任者から過去の資料やこれまでの業務が全く引継がれなかった、そのため右も左も

わからないままその職務をスタートした」という話も耳にします。 

もちろん監査役等監査は個社の事業、状況によって様々な方法で行われており、さらには

それぞれの経験を踏まえ自身が保有する知見を監査に活かし、前任監査役等とは異なる視

点による監査も重要であると考えられますが、これまで会社として定着してきた監査実務

やご自身が築き上げてきた監査手法や工夫、また監査活動で得た「情報」は間違いなくその

企業にとっての財産であり、「監査品質の維持」の観点でも後世に伝えてしかるべしと考え

られます。特に中堅、中小企業においては監査役等を補助する使用人（以下、「監査役等ス

タッフ」）が設置されていない割合が高く1、前任者の活動は前任者しか把握されていないと

いう場合も多いと考えます。 

以上から、これから企業が永続的に健全かつ持続的な発展をし続けるため、現任の監査役

等が監査活動を実施する中で積み上げてきたもの、さらには監査役等として活動してきた

「想い」を引継ぐためのツールとして「引継ぎ」をテーマに本資料を取りまとめるに至りま

した。 

本資料取りまとめに際して行った調査では関西支部の監査実務部会、情報交換会への登

録者及び本部、中部支部、九州支部の監査実務部会幹事の 830 名を対象にアンケート調査

（以下、「アンケート結果」）を実施し、250 名の方にご回答いただいた内容を分析しており、

調査にご協力いただいた方々にはこの場を借りて厚く御礼申し上げます。 

 

 

 

 
1  「2024 年実態調査 第 25 回年次調査 監査役(会)設置会社版」では、監査役スタッフ（監査役の補助

使用人）がいないとの回答は全体でも 62.4％に至る。（非上場会社 67％、大会社以外 79.3％とさらに増

加する。） 
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２．アンケート結果から見る引継ぎ状況と傾向 

（１）監査役就任時の引継ぎ状況 

 まず、始めに現状の分析を行ったところ、監査役等候補者として決まった時期については、

44.2％が「株主総会３ヵ月前～６ヵ月」となり、「株主総会１ヵ月前～３ヵ月」も 40.6％と

一定数あることから、１ヵ月～数ヵ月程度は時間的余裕があると考えられる。その間が今回

の引継ぎの一つの目安期間と考えられる。 

 

 

他方で前任者が退任後もつながりがあれば、株主総会前に引継ぎがなくとも適宜疑問点

等を解消する機会は確保できる。アンケート結果の「その他」に記載された回答においても、

顧問のほか、常勤から非常勤監査役等への就任、子会社監査役等へ就任など一定数で何らか

のつながりがある会社もある。また監査役等スタッフが設置されている場合、監査役等から

の引継ぎは最低限とし、実務や詳細は都度監査役等スタッフ経由で引継がれている回答も

見られた。 

 

 

 

 

 

 

２－１．ご自身が監査役等候補者として決

まったのを知ったのは、株主総会を基準とし

ていつ頃ですか。

回答数 割合

株主総会の１ヵ月前～２ヵ月 44 17.7%

株主総会の２ヵ月前～３ヵ月 57 22.9%

株主総会の３ヵ月前～６か月 110 44.2%

株主総会の６か月以上前 29 11.6%

その他 9 3.6%

２－２．前任者は退任後、どのような立場と

なりましたか。
回答数 割合

完全に会社から退任した 143 57.2%
顧問などへ就任し、何かしら会社とつながりが

あった
52 20.8%

その他 37 14.8%

執行側へ就任した 10 4.0%

会社として初就任のため、前任はいない 8 3.2%
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次に、今回引継ぎを大きなテーマとして取り上げた背景に、あまり引継ぎが実施されてい

ないのではないか、という問題意識があったが、アンケート結果では、「前任者から引継ぎ

があった」が 80％を超え、引継ぎの実施自体は高い傾向が見られた2。 

一方、引継ぎ期間については、総会議案決定から総会前日までが最も多く、クロス集計

で期間の状況を分析したところ、総会までの引継ぎ期間で最も多いのは、「１日程度」が

40.9％。資料受領したのみと合わせると半数を超え、「１週間程度」を合わせると 68.2％が

非常にタイトなスケジュールで引継ぎされていた。総会翌日からの引継ぎも一定数見られ、

その場合は、「１ヵ月以上」が比較的多い。その他の記述回答として多かったのは、常勤監

査役が複数設置されており、年単位で任期が重なっているなど、OJT 要素が強い状況が見ら

れた。 

 

 

 

 

 

 

 

 
2 アンケート対象者が実務部会、情報交換会登録者のため監査活動に対する意識が高い可能性もある。 

１－８．監査役等の補助使用人の有無 回答数 割合 回答数 割合

監査役等スタッフの設置あり 116 46.8% ― ―

38 33.0%

14 12.2%

63 54.8%

監査役等スタッフは設置されていない 132 53.2% ― ―

 専任スタッフのみ

 専任・兼務スタッフ

 兼務スタッフのみ

２－７．前任者から監査役等の業務や過去の

監査活動について、引継ぎはありましたか。

（複数回答）

回答数 割合

前任者から引継ぎがあった 198 80.2%

引継ぎはなかった（前任と会えなかった） 33 13.4%

監査役等スタッフ経由で引継ぎ（説明）が

あった
18 7.3%

前任はいなかった（ご自身から監査役等設

置）
9 3.6%
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（２）前任監査役からの引継ぎ内容 

具体的な引継ぎの実態として、引継ぎ資料で最も多いのは「監査計画」（86.8％）となり、

「監査役会議事録等」（66.8％）、「監査報告」（61.5％）と続く、「監査計画」は交代前から

事業年度の監査活動が進められていること、「監査役会議事録等」と「監査報告」は法定書

類のため引き継がれていると推測される。これらは当面の活動と過去の決議事項（報告事項）

を理解するために最低限必要である。一方、「過去の執行側への指摘事項（フォロー状況な

ど）」は 28.3％と若干低い傾向となった。 

資料以外の引継ぎ事項では、「監査役等の職務の説明」が最多の 61％、次いで「就任後、

当面実施すべき活動内容」（54.6％）、「各監査活動の具体的な進め方」（44.4％）となり、一

定数監査活動に関係する事項も引き継がれている。他方でアンケート結果の記述回答で監

査役等の職務や進め方がわからない、と散見されているのは、主に口頭や書面、資料での引

継ぎが中心であり、さらに上述の引継ぎ期間なども短く、引継ぎ段階ではイメージがわかな

いまま就任に至っていると想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

X．引継ぎはどれくらいの期間で行われ

ましたか。（３－１、３－２）

資料などを受領したのみ 22 14.3% 4 10.0%

１日程度 63 40.9% 5 12.5%

１週間程度 20 13.0% 6 15.0%

１ヵ月程度 12 7.8% 5 12.5%

１ヵ月以上 24 15.6% 12 30.0%

その他 13 8.4% 8 20.0%

総会議案が確定してか

ら株主総会前までの間
総会翌日から一定期間
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３－３．どのような資料の引継ぎが

なされましたか。（複数回答）
回答数 割合

年間監査計画 178 86.8%

監査役会議事録等 137 66.8%

監査報告 126 61.5%

監査調書（往査記録など） 122 59.5%
監査調書（取締役ヒアリング記録な

ど）
98 47.8%

過去の執行側への指摘事項
58 28.3%

その他 40 19.5%

３－４．資料以外でどのような内

容の引継ぎがなされましたか。

（複数回答）

回答数 割合

監査役等の職務の説明 125 61.0%

就任後、当面実施すべき活動内容 112 54.6%

各監査活動の具体的な進め方 91 44.4%

関係者との挨拶、引継ぎ 62 30.2%

困った際の相談先 30 14.6%

その他 17 8.3%

３－５．どのような方法で引継ぎが

なされましたか。（複数回答）
回答数 割合

書面、資料などの引継ぎ 168 82.0%

口頭での引継ぎ 166 81.0%

オブザーバー出席など実務への同席な

ど
42 20.5%

執行部門や監査役等スタッフからの説

明
26 12.7%

その他 8 3.9%
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（３）引継ぎの好事例及び課題事例 

 引継ぎで印象に残った事例や引継がれて良かった事項で多く見られたのは、常勤監査役

が複数選任され任期を調整することで、OJT のように活動を共にすることで引継ぎが行われ

ている事例、就任前から往査へ同行など監査業務に関与できた例などがある。引継ぎ資料に

ついては、保存データや資料が形式だって整理されており、後から読み直して理解できるよ

うに引継がれていた事例、会社における課題認識など前任が気になった点などが引継がれ

た事例があり、共通するのは、監査活動が理解できる引継ぎであると考えられる。 

半面、引継ぎがなく困った事項では、「監査活動の進め方」が半数となった。次いで「前

任者が実施した監査活動内容」で 31.1％、「過去の監査資料」27.8％と続く。引継がれず監

査役等の職務に当たるということでは想定される回答であり、選択肢の理由を見てもそれ

らの活動をなぜ行うのか現任監査役には当たり前でも後任者には理解できないためであろ

う。 

 

 

                    ＊「困った事項はなかった」を控除した割合 

 

 

 

 

 

 

 

３－７．前任者（いない場合も含

む）から引継ぎがなく困った事項

（引継ぎ自体はあったが、引継ぎ

されなかった項目含む）（複数回

答）

回答数 割合

監査活動の進め方 45 50.0%

前任者が実施した監査活動内容 28 31.1%

過去の監査資料 25 27.8%

法的な監査役等の職務 24 26.7%
前任者の監査の指摘事項やフォロー状

況
22 24.4%

自社の監査役等関連規定 17 18.9%
情報の入手先（社内のキーパーソンな

ど）
12 13.3%
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（４）自身が後任へ引継ぎたい事項及び資料 

 上記（３）までは自身が就任した際の引継ぎ状況であったが、自身が退任する際に引継ぎ

を実施するとの回答状況は下記である。約 90％で引継ぎをする予定であり、引継ぎをしな

い回答者数と大きく差が開いた。これは後任者にとってよい状況であり、後は何をどのよう

に引継ぐかの内容を実効的に行えるかということとなる。なお、「引継ぎをする予定はない」

の理由や「その他」の記載を見ても他に常勤監査役が存在する、監査部門（監査役等スタッ

フ）出身のため監査をよく理解しているなど、後任者が困る状況とならない意見であった。 

 

 

では、具体的に引継ぎについてどのような内容を引継ぐ予定であるか、自身が引継がれた

内容と比較したところ、全般的に引継がれた内容より引継ぎたい内容の割合が高い結果と

なり、特に「各監査活動の具体的な進め方」については、２倍ほどの数値となった。これは

自身が就任当初どのように活動するか苦労したことの表れではないかと想定される。「監査

役等の職務の説明」、「各監査活動の具体的な進め方」、「就任後、当面実施すべき活動内容」

が 80％を超えていることから、これらを引継ぐことで後任も安心して監査役等の一歩を踏

み出せると考えられる。 

 

 
 

４－１．ご自身が退任する際

には引継ぎをする予定です

か。

回答数 割合

引継ぎをする予定 221 89.8%

引継ぎをする予定はない 10 4.1%

その他 15 6.1%

回答者数 割合 回答者数 割合

監査役等の職務の説明 125 61.0% 198 89.6% 28.6pt

関係者との挨拶、引継ぎ 62 30.2% 94 42.5% 12.3pt

各監査活動の具体的な進め方 91 44.4% 189 85.5% 41.1pt

就任後、当面実施すべき活動内容 112 54.6% 182 82.4% 27.8pt

困った際の相談先 30 14.6% 63 28.5% 13.9pt

その他 17 8.3% 40 18.1% 9.8pt

４－２．どのような内

容を引継ぎたいと考え

ていますか。

（複数回答）

３－４．資料以外でど

のような内容の引継ぎ

がなされましたか。

（複数回答）

引継ぎ項目 差
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（５）就任直後に実施した事項 

 直接引継ぎとは異なるが、経験を踏まえた意見でもあるため現任監査役等の就任直後の

状況を振り返って、参考になった事項などは後任に引継ぐことは有益であると考えられる。

研修会や書籍（資料）の閲覧が、比較的高い数値となっており、その中でも協会に関連する

ものは、効果が高いとの回答が得られている。 

 協会事業関連では、就任当時まず始めた項目としての回答数は多くないが効果が高かっ

た項目として、「日本監査役協会の実務部会・情報交換会へ参加」、「他社の監査役（経験者）

等への相談」が挙げられている。記述意見でも実務部会などの存在が引継がれなかったとの

声も散見するため、新任監査役等へ協会事業について勧めることは必須と考えられる。 

 閲覧した資料は様々なものが挙げられたが、書籍で圧倒的に多かったのは、「新任監査役

等ガイド」及び「監査役監査実施要領」であった。「新任監査役等ガイド」については、名

称のとおり新任向けに作成されたものなので、読みやすく簡潔にまとめられている。実施要

領については、通読ではなく辞書的な利用を想定しているが、詳細な監査活動が記載されて

いるので、実務に悩んだ際は実施要領に沿って行えば監査活動が実施可能である。そのほか、

書籍類では各団体、士業の法的なものにとどまらず、最近では監査役等経験者が執筆した書

籍も多いので、経験談を踏まえた実務的な解説から監査役等を理解することもできる。 

 研修会でも協会セミナーは多数挙げられており、講座分類としては入門講座や実務基礎

講座が多く挙げられている（別添：アンケート結果参照）。 

 

 

 

 

 

 

２－３－１．就任当時何から始めましたか。

（複数回答）
回答数 割合

回答数 割合

日本監査役協会の公表物を閲覧 200 80.0% 166 83.0%

日本監査役協会の研修会を受講 189 75.6% 162 85.7%
監査役等に関連する書籍、資料を閲覧（日本監

査役協会公表物を除く）
184 73.6% 91 49.5%

日本監査役協会の実務部会・情報交換会へ参加 142 56.8% 111 78.2%

会社情報の収集（規則や開示情報など） 112 44.8% 50 44.6%
監査役等に関連する研修会を受講（日本監査役

協会主催以外）
42 16.8% 34 81.0%

他社の監査役（経験者）等へ相談 37 14.8% 25 67.6%

その他 25 10.0% 13 52.0%

２－4．その中で効果が高かった項目（複数回答）
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３．後任監査役等へアンケート結果を踏まえた引継ぎの在り方 

監査役の独任制についての関連では、「独任制だから、あとは自由に・・・」と引継がれ

た方も散見されるが、独任制は必要なときに各監査役の権限をもって、様々な独自調査が可

能であるということであり、組織的監査、監査の継続性の重要性からも引継ぎに関して独任

制が強調される面はあまりないと考えられる。もちろん前任の方法に縛られることはない

が、まずは各社ごとの監査の流れを引継ぐことにより後任がスムーズに監査活動をスター

トすることで監査の水準も保たれ、その後、自身の経験や知見に基づき工夫や手法をアップ

デートすればさらに監査の質も向上するのではないだろうか。 

 

（１）常勤監査役等が複数存在する場合 

 アンケート結果で監査役へ就任し、特に困らなかった意見として多く見られたのは、自身

の他に常勤監査役等が在任していることである。就任当初は最低限の引継ぎであっても、他

の監査役等と監査活動を共にし、OJT を通じ監査活動を習得していく方法である。常勤者を

複数名選任かつ任期を調整することが必要となるが、最も引継ぎの効果が高いと考えられ

る。引継ぎとは若干視点が異なるが、CG コードや非財務情報開示など監査役等に求められ

る要求や活動量も高くなっている昨今、常勤者を複数設置することは引継ぎにとどまらず、

ガバナンスを強化する意味でも検討する価値があると考えられる。 

 上記に関しては、監査実務部会に参加している会社で、候補者選定の段階から引継ぎを意

識した監査役のサクセッションプラン（監査役候補者育成）を実施し、常勤監査役１名から

２名体制に変わった事例も存在したので、後述する。（15 頁参照） 

  

（２）常勤監査役等が１名で交代して引継ぐ場合 

上述（１）の OJTによる引継ぎが理想とはいえ、しかしながら常勤監査役等を複数設置し

ている会社ばかりではない。アンケート調査では「監査役等の職務の説明」、「各監査活動の

具体的な進め方」、「就任後、当面実施すべき活動内容」の項目について、引継ぎを行う予定

との回答が多く占めたため、これらに関して触れてみたい。 

 

①「監査役等の職務の説明」 

会社法で定められている役職のため、法令を押さえることが必要とはなるが、まずは書籍

より監査役協会が配信している動画視聴を促すほうが入口として、入っていきやすいであ

ろう。 

【無料動画】 

〇「改めて知る監査役のこと」 

 〇「監査役等の立ち位置とその役割について」 

 〇「監査役等就任にあたって理解しておきたいコーポレートガバナンス」 
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その次に「監査役/監査等委員/監査委員 新任ガイド〈2025 年版〉」に目を通して貰った

うえで法の建付けと実務の乖離など経験を踏まえて説明を行うとよい。 

（協会主催の場合）研修会は有料講座となるが、セミナーを受講し専門家から解説を聴講

することも効果が高い。特に入門基礎講座は新任を対象として理解しやすい内容であり、さ

らに就任前にも受講することが可能なため、前任者から受講を勧めると後任も受講しやす

いと考えられる。なかでも関西支部で主催している監査実務研究合宿はベテラン監査役等

を講師として監査実務を集中して学べる講座であり参加した方の評価も非常に高い。 

 

②「各監査活動の具体的な進め方」 

監査活動に同席できる機会があるのであれば、同席を促す。難しい場合は、過去の監査資

料やフォーマットを整理したうえで、自社特有の取り扱いや留意点などは記録して伝える

べきである。実際にその局面に接しないとわからないことも多いと思われるため、実務でわ

からないことに直面すれば「監査役監査実施要領」（2025 年版）で解決を図ることや日本監

査役協会の NET 相談室を利用するほか、HP（電子図書館）には様々なチェックリストやフォ

ーマットが紹介されているなど、材料を示しておくとよい。 

監査活動は各社各様であるため、ルーティンの進め方があればそれらを整理しておく必

要がある。 

 

③「就任後、当面実施すべき活動内容」 

  監査方針・監査計画を元に説明することになると考えられるが、特に定時株主総会後の監

査役会等の運営については、右も左もわからない場合もあるため、資料等なども含めて入念

に引継ぎすることが望ましい。また就任から間もなく往査計画などが計画に盛り込まれて

いる場合も同様に、よくわからないまま行って帰ってくるだけにならないよう、事前準備や

当日の流れは説明しておく必要がある。いずれにしても相手方がいる監査活動が計画され

ている場合は、そこで後任者と相手方の信頼関係が損なわれないよう配慮する。 

 またアンケートでも就任後行うべき事項として、役職員とのコミュニケーションが多く

挙げられているとおり、監査役等はいかに社内情報を得る必要があるかを理解いただく。 

 

④引継ぎ期間（参考資料１） 

 引継ぎを円滑に進めるためには、具体的な引継ぎ計画を作成し、進捗を管理することが有

効である。監査役候補者内定後、株主総会まで数ヵ月ある現状を鑑みると、現状の引継ぎ期

間より十分な期間を確保することが可能であり、多岐にわたる監査役等の職務をスムーズ

に引継ぎできると考えられる。 

特に監査役等の職務と全く関係のない経歴を歩んできた後任者の場合、１日の引継ぎで

説明しても具体的にイメージすることは難しいと考えられるため、質問や疑問点を解消で

きる機会を複数回設けることが望ましい。また監査役就任までは、後任者も業務継続または



13 

 

業務引継ぎなどがあるため、何が重要か引継ぐべきものを絞り込み、優先順位をつけて効率

的に進めることが必要である。 

 

⑤引継ぎ方法 

 引継ぎは単なる情報の提供ではなく、この職務・監査活動がどのような目的で行われ、ど

のような過程を経て現在に至っているのか、後任者がその役割を十分に果たすための「意図」

と「背景」を共有するプロセスとなる。組織には、明文化されていないものの、「暗黙知」

が多数存在する。例えば、特定の部署の担当者の性格、特定の業務プロセスの課題、非公式

な情報共有ルート、過去の監査で指摘されなかったが懸念が残る事項などは、口頭での説明

や質疑応答の機会を通じて丁寧に伝えることが不可欠である。 

 特に、「人」にまつわる情報は、新任者が早期に組織に溶け込み、実効性のある監査を行

ううえで不可欠となる。経営層、内部監査部門、会計監査人、子会社監査役などに対し、現

任者が後任者を直接紹介し、これまでの関係性や背景を共有することで、後任者は信頼関係

を構築しやすくなると考えられる。 

さらに可能であれば、監査役等退任後に顧問としての関与や会社と関係が残るか否かに

かかわらず、後任から何かあれば連絡がつくようコミュニケーションを図ることができれ

ばより後任者にとっては心強い。 

 

⑥引継ぎ資料（参考資料２） 

最低限引継ぐ資料として、下表に留意点とともに整理を行った。留意点については、法定

されておらず、各社毎に対応が異なる事項として話題に挙がる論点のため、合わせて説明す

ることが望ましい。また引継ぎ資料は、できる限り最新かつ正確な情報に更新されているこ

とが重要となる。古い情報や誤った情報が含まれていると、後任者が誤った判断を下したり、

二度手間が発生したりする可能性があるため、鮮度と正確性は意識しておく必要がある。特

に、指摘事項の進捗、リスク情報などは常に変動するため、細心の注意を払う必要がある。 

さらに資料の保存については、管理状況やデータの場合、保存先、パスワードなどは漏れ

なく伝達することが必要である。さらに議事録や調書などは Word や Excel のフォーマット

も合わせて引継ぐことが監査業務の効率性の面でも大きいと考えられる。 

 

監査方針・監査計画 

＊重点監査項目は、抽出した趣旨・背景についても共有することが望ましい。 

＊監査計画の基となった前年度の監査結果振返状況などもあると望ましい。 

＊監査役間の分担があればその理由についても説明を行う。 

＊取締役会、代表取締役社長など共有先についても説明を行う。 
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監査役会等議事録 

 ＊議事録完成までの手順や工程を伝えておく。 

＊議事の経過の要領をどの程度記載するか、どこまでの資料を添付するか、についての

考えを伝えておくことが望ましい。 

監査役会規則等 

＊自社の規定について、監査役協会のひな型と異なる条文については、逐条解説または

理由を明確にしておくことが望ましい。 

＊制定（改定）後、期間が経過している場合、最新の内容となっているかを確認する。

引継ぎまでに改定が間に合わない場合、改定すべき項目を整理しておく。 

監査役監査基準等 

＊監査基準はひな型ではなく、各社の状況に応じ異なる内容で制定している場合が多

いため、取捨選択及び表現の理由についても説明または記録として残しておくこと

が望ましい。 

＊監査役会規則等同様、最新の内容となっているか留意する。 

監査調書・監査結果等 

＊指摘事項やフォロー状況を一覧に整理しておくことが有効と考えられる。 

＊自身で活用した監査手法や便利ツールなどがあれば、フォーマット（Word や Excel）

などと合わせて、引継ぐ。 

監査報告 

 ＊監査役協会のひな型と異なる表現となっている場合、その理由を整理しておくこと

が望ましい。 

 ＊過去に特殊な記載がなされている場合、その理由等についても説明しておくことが

望ましい。 

監査費用 

 ＊有料研修会費用を新任監査役等から心理的に請求しづらい場合もあるため、予算化

しておくほうが望ましい。 

 ＊子会社（海外子会社）など往査対象がある場合、十分な予算を計上しておくことが望

ましい。 

内部監査部門との連携に関する資料 

＊内部監査部門の組織体制、監査計画、監査結果、連携方法、情報共有の仕組みなどを

説明しておく。 

会計監査人との連携に関する資料 

 ＊会計監査人の監査契約の内容、監査計画の内容、情報共有の仕組み、意見交換の内容

（特に会計処理、監査手続に関する意見の相違などがあった場合）について説明して

おく。 

 ＊会計監査人の評価に関する懸念点があれば、共有しておく。 
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子会社監査役等との連携に関する資料 

＊グループ監査役連絡会など子会社・関係会社の監査役との連携に関して、その内容に

ついて自社の位置づけ、役割も含め共有しておく。 

 

（３）監査環境の整備 

 引継ぎ資料のほかに重要なものとして、監査環境の整備がある。後任者ではなく執行側へ

のアクションとなるが、在任時には遠慮してしまっていた場合や要請していたが実現しな

かった事項(監査役スタッフ等の設置、監査費用の充実など)は、執行側に改めて要望し、後

任者のため監査環境が少しでも向上するよう努める。 

 

（４）監査役等のサクセッションプラン（好事例紹介） 

 常勤監査役の人数にかかわらず、引継ぎの観点を踏まえた取り組みの一つとして、監査役

等のサクセッションプランの検討について触れたい。 

監査役等の選任とも関係してくるが、監査役等のサクセッションプランを検討し、将来の

常勤監査役を育成することで、監査体制の継続性と質の維持が図られるほか、監査役等の執

行部門からの独立性の強化及び監査役等の地位向上にも資する活動と考えられる。ここで

は、実際に監査役等のサクセッションプランについて取り組まれている事例及び資料につ

いて紹介する。 

 

 当該会社では、昨年の定時株主総会で１名増員し、現在ベテラン監査役と新任監査役の２

名の常勤体制にて監査活動を行っている。執行部からの人事的な独立性の確保が出発点で

あるが、以下の考えに基づき監査役のサクセッションプランに至っている。  

・監査役選任議案や後継者育成については、監査役会が主体的に取り組むべき 

・将来の監査役候補にどのような人材が適しているか、どのような育成が必要なのか、取締

役以上に熟知しているのは監査役 

・監査役候補者の人選を執行側に依存することなく、中長期的な視点で「監査役会の構成」

を検討し、自らの責任により候補者の獲得と育成を行うべき 

 

実際に監査役の人事的独立性を確保するために「監査役のことは、監査役会が決める」と

いう社風の確立を実演され、「監査役選任議案・候補者の選定・同意方針」（実例資料１）、

「監査役候補の選定などに関する実施要領」（実例資料２）、「監査役の個別報酬原案・算定

の実施要領」などの監査役の人事に関する規程類を整備するとともに実務フローの定着を

図りつつ、毎年「次期監査役会の構成方針」を検討、決定し、上記実施要領の中で基本フロ

ーとして定められている。 
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【構成方針の内容】 

１．翌期の監査役会の体制 

２．新たな監査役の選任 

３．補欠監査役 

４．翌々期の監査役会についての現時点での構想 

 （１）翌々期の定時株主総会における改選議案について 

 （２）今後の監査役会の構成について/中長期の経営計画等を踏まえて 

 （３）８年先までの監査役会の構成メンバーの推移計画 

 

【常勤監査役育成の足跡】 

〇常勤監査役就任時から、候補者を探す 

〇40 代から監査役を目指すというキャリアプランを考える 

〇内部監査室長を兼務での監査役スタッフに 

〇他社の監査役との食事会への同席 

〇監査役協会の「監査役スタッフ部会」や各種研修への参加 

〇補欠監査役の選任、キャリア面談を実施 

〇監査役室を設置、室長就任とともに、事業会社の監査役を兼務で経験 

〇毎週、常勤監査役と監査役スタッフとの勉強会を実施 

 

上記の体制を整備し具体的に候補者選任まで、様々な取り組みを実施され現在の体制と

なっている。 

これだけの体制確立に至るまでには、独立性確保のための監査役会の発言力の強化など

経営陣から認められるための取り組みや執行側に監査役の権限を十分に理解してもらうこ

となど、急ぎ過ぎず時間をかけてトップとの信頼関係を構築されてきた点も合わせて紹介

しておく。 

最後に当該会社の監査役からのメッセージにも触れておく。 

 

〇監査役等という仕事は、職業人の人生の総まとめを行うに相応しい、誇るべきもの 

〇30 代後半や 40 代から、監査役等を目指すキャリアというものが存在してしかるべき 

〇そのような後輩達が出現するよう、今、監査役等の地位にあるものが、自らの職務に磨き

をかけ、魅力的に輝くものにしていくことが大切 
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４．後任への期待と想い 

アンケート結果では、記述意見についても様々な視点、立場からの意見を頂戴しており、

これらを読むだけでも、新たな気づきとなる。 

監査役等へ就任したことで得た経験や良かった事例では、「これまでとは違った視点で企

業価値向上に貢献」、「現場の課題改善や社員のモチベーションを高められた」などの意見も

ある。それらを実現するために重要な活動として考えられる経営陣、社外役員、従業員との

コミュニケーションは、後任に実施して欲しい活動として多くの監査役等から示されてい

る。 

自ら進んでコミュニケーションを図り、少しでも社内の課題が解決に進めば、監査役等の

職務は全うできるものと考えられる。 

また会社から離れたところでは、監査役協会の研修会や実務部会などで、新任、ベテラン

にかかわらず、社内の課題解決のヒントを得るべく盛んに交流が図られている。監査役等は

孤独と話す方もおられるが、監査役協会を中心に多くの仲間が存在するので、大いに事業を

活用いただきたい。 
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５．おわりに 

 

本報告書は現状どのような引継ぎが行われているか調査するとともに、各監査役等の生

の声や好事例などを中心にご紹介し、在任中の監査役等が後任の新任監査役等へスムーズ

な交代ができることを目的としました。また、引継ぎを行う方にはもちろんのこと、特段の

引継ぎが行われなかった方にも初めに準備する事項、手許に用意しておけば参考になるも

のを自ら確認してスムーズに監査活動が始められるよう活用いただくこともできるのでは

ないかと考えます。 

もちろん本資料で引継ぎのすべてが網羅されているとは限らず、また後任の監査役等の

監査活動に制限を強いるものでもなく、少しでも新任監査役等の方々が不安なくスタート

できるよう本資料を活用いただければ幸いです。 
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【参考資料１】  

引継ぎスケジュールの目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時期 引継ぎ事項 

後任者決定前 ・監査記録・監査調書などの整理（電子フォルダ含む） 

・監査環境の整備 

・監査役等からの候補者の推薦も視野に入れ、執行側との意見交

換 

６ヵ月前～３ヵ月前 ・引継ぎ項目リストの作成:誰が、何を、いつまでに引継ぐのか

を明確にする。 

・監査役等の役割、職務の説明 

・定款、監査役会規程、監査役監査基準など必要な規定の準備 

・監査役協会の公表資料の引き渡し 

・監査役協会の無料動画の紹介 

３ヵ月前～１ヵ月前 ・会社の組織体制、事業概要、主要な事業リスクの概略説明 

・監査役会等への出席（オブザーバー含む） 

・監査役協会の研修会への受講推奨 

・会計監査人、内部監査部門長などの顔合わせ 

・監査計画の説明 

１ヵ月～総会前後 ・過去の監査報告書、監査調書、重要議事録（取締役会、監査役

会）の詳細説明 

・内部統制システムの整備状況、主要な規程類（コンプライアン

ス、リスク管理など）の確認 

・必要に応じ監査同行 

・関係各者への後任紹介 
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【参考資料２】 

引継ぎ資料チェックリスト（例示） 

 

 資料名 保管場所 引継ぎ日付 

監査方針・監査計画 

 

・監査方針   

・監査計画   

・監査費用に関する資料   

監査役会に関する資料 

 

・監査役会規則   

・監査役会招集通知   

・監査役会議事録   

・選定や協議に関する資料   

・監査役会実効性評価結果   

監査役監査基準等 

 

・監査役監査基準   

・内部統制システムに係る

監査の実施基準 

  

監査に関する資料等 

 

・チェックリストやフォー

マット等のツール 

  

・監査役への報告体制に関

する資料等 

  

・監査実施報告書（監査調

書） 

  

・指摘事項等フォロー資料   

監査報告 

 

・監査役（会）監査報告   

・年間監査結果を整理した

資料等 

  

会社に関する資料 ・定款   

・取締役会規則   

・株式取扱規則   

・株主総会招集通知   

・事業報告、計算書類等   

・株主総会議事録   

・有価証券報告書   

・コーポレート・ガバナンス

に関する報告書 

  

・その他開示書類等   
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 資料名 保管場所 引継ぎ日付 

内部監査部門との連携に

関する資料 

・監査計画   

・監査結果   

会計監査人との連携に関

する資料 

・監査契約   

・監査計画   

・監査報告書   

・監査報酬に関する資料   

・監査法人の品質管理に関

する資料 

  

・会計監査人の評価及び選

定基準に関する資料 

  

子会社監査役等との連携

に関する資料 

・グループ組織図   

・グループ監査役連絡会等

の資料 

  

日本監査役協会資料等 

 

・監査役小六法   

・「監査役/監査等委員/監査

委員 新任ガイド」 

  

・「監査役監査実施要領」   

・研修会・講演会資料等   

・実務部会登録案内等   
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【実例資料１】候補者選定の段階から引継ぎを意識した監査役のサクセッションプラン（監

査役候補育成）を実施し、常勤監査役１名から２名体制に変えた会社の事例 

 

監査役選任議案・候補者の選定・同意方針 

 

（監査役選任議案・候補者の選定・同意に関する基本方針） 

第１条  

 監査役会は、会社法第 343 条の監査役の選任に関する監査役会の同意及び同条２項によ

る監査役会による選任議案の提出請求にあたり、取締役会が提案する監査役候補者および

監査役会が提案する候補者について、第２条以下に定める基準により審査を行うとともに、

監査役会における監査役・監査役候補者全員の特性のバランスを考慮・検討し、監査役選任

議案への同意また選任議案の提出請求に関する決議を行うものとする。 

 

（監査役候補者の選定に関する共通基準） 

第２条 

 社内・社外を問わず監査役候補は、以下に掲げる項目を共通基準として充足するものとす

る。 

 

（１）監査役として、取締役会と協働して会社の監督機能の一翼を担い、株主の負託を受け

た独立の機関として取締役会の職務の執行を監査することにより、会社及びその関係

会社により構成される企業集団（以下「企業グループ」という。）が様々なステークホ

ルダーの利害に配慮するとともに、これらステークホルダーとの協働に努め、健全で持

続的な成長と中長期的な企業価値の創出を実現する、社会的信頼に応える良質な企業

統治体制を確立する責務を担うことが期待できること。 

（２）会社の透明・公正な意思決定を担保するとともに、会社の迅速・果断な意思決定が可

能となる環境整備に努め、自らの守備範囲を過度に狭く捉えることなく、取締役又は使

用人に対し能動的・積極的な意見の表明を行うことが期待できること。 

（３）監査役として独立の立場の保持に努めるとともに、常に公正不偏の態度を保持し、自

らの信念に基づき行動することが期待できること。 

 

（社外監査役候補者の選定に関する基準） 

第３条 

 前条の共通基準に加え、社外監査役候補者については、以下に掲げる項目を充足するもの

とする。 

（１）当社の事業に関する深い関心を持ち、中立的・客観的な視点から監査を行い、経営の



23 

 

健全性確保に貢献できること。 

（２）法曹、会計、行政、会社経営、学術、教育、情報などの一分野で専門性を有し、社外

での豊富な経験や高い知見を監査役監査に反映し、当企業グループのコーポレートガ

バナンスの向上に寄与できること。 

（３）他の上場企業や大会社等の取締役・監査役等を４社以上兼任していないこと。但し、

常勤の候補者については、第４条（５）を適用するものとする。 

（４）当社の定める独立性の要件を満たしていること。 

（５）当社の会計監査人である監査法人の社員や従業員でないこと、または過去３年以内に

会計監査人である監査法人の社員や従業員であったものでないこと。 

（６）社外監査役の内、少なくとも１名は財務・会計に相当程度精通していること。 

 

（社内監査役候補者の選定に関する基準） 

第４条 

第２条の共通基準に加え、社内監査役候補者については、以下に掲げる項目を充足するも

のとする。 

（１）中立的・客観的な視点から監査を行い、経営の健全性確保に貢献できること。 

（２）当企業グループが属する業界および業務に関して、豊富な経験を有していること。 

（３）監査役監査に必要な財務・会計・法務等に関する一定の知識を有し、当社のコーポレ

ートガバナンスの向上に寄与できること。 

（４）組織運営・経営管理・内部統制・内部監査・人材育成など、会社経営に関する知見を

幅広く有していること。 

（５）常勤の候補者については、当企業グループ内を含む他の法人の取締役・監査役等を〇

社以上兼任していないこと。 

（６）非常勤の候補者については、他の上場企業や大会社等の取締役・監査役等を〇社以上

兼任していないこと。 

 

（監査役候補者の欠格自由） 

第５条 

監査役候補者は以下の欠格事由に該当しないものとする。 

（１）反社会的勢力との関係が認められること。 

（２）職務上の法令違反や内規違反、私的事項における法令違反等が認められること。 

 

（監査役の再任に関する基準） 

第６条 

 当社監査役を再任候補者として選定する場合は、前条までの基準に加え、以下に掲げる項

目を充足するものとする。 
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（１）任期中において、取締役会・監査役会に〇割以上出席し、必要に応じて積極的な発言

その他を行っていること。 

（２）健康上の不安や問題がないこと。 

（３）監査役としての任期中の職務の執行状況等に、特段の支障がなかったこと。 

（４）監査役選任議案が提出される株主総会が属する月の初日において、当社の監査役とし

ての通算在任期間が〇年を超えていないこと。 

（５）その他、当企業グループのコーポレートガバナンス等の向上に寄与していること。 

 

（審査の方法） 

第７条 

 新たな監査役候補者の審査は、書類審査の後、必要に応じて監査役全員による面談を実施

することにより行う。 

 

（総合的な見地からの審査） 

第８条 

 監査役候補者の審査は、監査役および監査役候補者全員の特性のバランスを考慮し、各候

補者の適正のみだけではなく、監査役会全体の構成がその機能を発揮するうえで適切なも

のとなるか等、総合的な見地から行うものとする。 

 

（本方針の改廃） 

第９条  

 本方針の改廃は監査役会が行う。 
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【実例資料２】候補者選定の段階から引継ぎを意識した監査役のサクセッションプラン（監

査役候補育成）を実施し、常勤監査役１名から２名体制に変えた会社の事例 

 

監査役候補者の選定に関する実施要領 

 

 

（目的） 

第１条 

 本要領は、東証コーポレート・ガバナンスコード原則 4-4 に則って、監査役会が、監査役

候補者の選定を実施する際の具体的な手順、方法や留意点などを定めるものである。 

 

（監査役候補者の選定に関する基本方針） 

第２条  

 監査役会は、次期監査役候補者の育成・確保・選定を監査役会の役割と捉えて、執行部門

との連携の下、主体的に取り組むとともに、取締役会が、監査役会の判断を尊重した「監査

役選任議案」を決定できるように、執行部門、代表取締役社長や取締役会などとのコミュニ

ケーションを十分に図ったうえで、能動的・積極的に権限を行使するものとする。 

 

（監査役候補者の選定に関する基本フロー） 

第３条 

 監査役の任期満了に伴う次期監査役候補者の選定に関する基本的なフローについては、

次図のように定める。 

２．監査役が総会終結のときをもって辞任する意向が早期に示された場合の監査役候補者

選定及び補欠監査役候補者の選定、監査役の増員時の監査役候補者の選定についても、本フ

ローに準じて実施するものとするが、一部手順の簡略化または期間を短縮して行うことが

できるものとする。 
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監査役候補者の選定に関する基本フロー図 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監査役会による主体的な候補者

の育成とルート作り 

（任期中の日常的活動） 

次期監査役会の構成の方針決定 

（改選総会前の９月‐１２月） 

次期監査役の候補人材の選定 

（改選総会前の２月‐３月） 

次期監査役候補の適任性最終判

断（改選総会前の３月‐４月） 

総会議案の監査役候補の推薦 

（改選総会前の４月‐５月） 

総会議案の監査役候補者決定 

代表取締役社⾧との協議 

面談・内諾折衝 

代表取締役社⾧との協議 

取締役会決議 

①執行部門との連携の下、社内監査役候補者の計画的

育成。 

②社外監査役候補者となり得る外部の方々との関係

性構築。 

再任者の適任性の十分な検討。 

新たな監査役候補の必要性判断。 

新たな監査役候補者となり得る人物に対して、執行部

門との連携の下、予備的事前折衝を開始。 

候補人材と代表取締役社長及び監査役会との事前面

談等を実施。 

候補人材から内諾を得る。 

監査役会は、選定・同意方針等に基づき、適任性最終

判断を行うとともに、候補者原案を策定し、代表取締

役社長と協議を行う。 

任意の指名報酬委員会にて、監査役会の候補者原案の

確認を行う。 

取締役会は監査役会の判断を尊重したうえで、監査役

候補者の適任性を審議し総会議案の決定を行う。 

候補者からの就任同意を得る。 
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（社内監査役候補者人材の育成と社外監査役候補人材とのルートづくり） 

第４条  

 監査役会は、社内監査役候補となり得る人材に対して、執行部門との連携の下、その適正

を判断しつつ、計画的な研修等への参加を促し、定期的に面談を行う等、計画的な候補人材

層の形成と育成等を図るものとする。 

２．常勤監査役は、社外監査役候補となり得る人材確保のため、社外の会合等を通じて、幅

広く人脈を形成し、関係性の構築を図るように努めると共に、社外監査役からの情報収集と

監査役会での情報の共有に努めるものとする。 

 

（改選年度等における次期監査役会の構成方針の決定） 

第５条 

 監査役会は、監査役の任期満了年度の９月以降 12 月迄3に、次期監査役会の構成方針を検

討し、代表取締役社長との協議の上、方針を決定する。 

①構成方針の決定に際しては、再任者の適任性については、十分な検討を行うものとする。 

②新たな監査役候補者を必要とする場合は、監査役会は、候補となり得る人材（以下、「候

補人材」という。）に対して、執行部門と連携の下、予備的事前折衝を開始する。 

 

（候補人材の選定） 

第６条 

 監査役会は、任期満了年度の３月までに、執行部門との連携の下、候補人材を選定し、代

表取締役社長の了承の下、候補人材からの内諾を得るための活動を行う。 

 

（候補人材との面談等の実施） 

第７条 

 候補人材の選定にあたっては、事前に代表取締役社長及び監査役会との面談等を実施す

るものとする。 

 

（就任の内諾折衝） 

第８条  

 前条の面談等の結果を受け、監査役会と代表取締役社長の協議の下、候補人材を次期監査

役候補とする旨の合意が形成された場合、常勤監査役は執行部門と連携し、候補人材に対し

て、次期監査役候補となることの内諾折衝を行うものとする。 

 

 

 
3 3 月決算会社を前提としているため、その他決算月は適宜読み替え（以下、同様）。 
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（次期監査役候補の適任性最終判断と原案の作成) 

第９条  

 監査役会は、任期満了年度等の４月までに、監査役候補者の選定・同意基準等に基づき、

次期監査役候補者の適任性の最終判断を行うとともに、次期監査役候補者原案を策定し、代

表取締役社長と協議を行い、合意を得るものとする。 

 

（任意の指名報酬委員会の確認） 

第１０条 

 監査役会は、任意の指名報酬委員会に対して、次期監査役候補者原案を提示して、任意の

指名報酬委員会の確認を得るものとする。 

 

（総会議案の監査役候補の推薦） 

第１１条 

 監査役会は、任期満了年度の５月上旬までに、取締役会に対して株主総会議案の監査役候

補者の推薦を行い、監査役会の推薦を尊重したうえで、総会議案の監査役選任議案を執行部

門が起案するよう要請する。 

 

（株主提案による監査役選任議案が提出された場合） 

第１２条 

 監査役会は、株主提案の監査役候補者に対して、監査役候補者の選定・同意基準に基づき

審議のうえ、代表取締役社長に意見を述べ、協議を行うものとする。 

 

（本規程に定めのない運用上の諸事項） 

第１３条  

 監査役候補者の選定に関する具体的な手順に関して、本規程に定めのない運用上の諸事

項の判断に関しては、常勤監査役に一任するものとし、常勤監査役は必要に応じて運用状況

を監査役会に適宜報告するものとする。 

 

 


